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廃棄物の適正な処理の促進に関する条例 

第７条の規定に基づく確認の取扱いについて 

 

１ これまでの経緯・取扱い 

（１） 廃棄物処理法（法第 12条第７項及び法第 12条の２第７項） 

○ 「事業者は、前二項の規定によりその（特別）産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場

合には、当該（特別）産業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い、当該（特別）産業

廃棄物について発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の行程における処理が

適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければならない。」とされ、実

地確認は努力義務とされている。 

○ 「デジタル原則を踏まえた廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の適用に係る解釈の

明確化等について（R5.3.31環境省通知）」において、「排出事業者の処理状況の確認に

ついて、当該確認の方法については、廃棄物の処理が適正に行われていることを実質的

に確認することができると認められるのであれば、実地に赴いて確認することに限ら

れず、デジタル技術を活用して確認することも可能である。」とされた。 

（２） 廃棄物の適正な処理の促進に関する条例（第７条） 

○ 2016 年１月に発覚したダイコー㈱による食品廃棄物の不適正処理事案を受け、廃棄物

の適正な処理の促進に関する条例（以下、条例という。）等の一部改正を 2018年３月に

公布し、同年 10月に施行。 

○ 処理を委託した産業廃棄物に関する処理状況の確認（以下、実地確認という。）を行っ

ていない排出事業者に対して勧告することができる旨の規定を設けた。 

○ 勧告をした場合において、排出事業者が正当な理由がなくて、その勧告に従わないとき

は、その旨及びその勧告の内容を公表することができる旨の規定を設けた。 

（３） 廃棄物の適正な処理の促進に関する条例施行規則（第３条） 

○ 排出事業者自らが委託先の事業場等に赴き、委託（契約）前、及び、１年に１回以上、

実地に施設の状況や保管場所の状況等を確認しなければならない。 

○ 排出事業者は原則、自ら実地確認を行うこととするが、一定の要件を満たす関係会社、

同業者団体等を代理人として、実地確認を委託することができる。 

○ 実地確認を実施した場合、確認年月日、確認を行った者の氏名、施設の状況、保管場所

の状況等を記録し、確認を行った日から５年間、排出事業者の事業所に備え置かなけれ

ばならない。 

○ JESCO及び優良産業廃棄物処理業者については、インターネット等による間接的な確認

でも良いとしている。 

 

 

 



 

 

２ ビデオ通話その他の通信手段（デジタル技術を活用したリモート等）による遠隔での実

地確認についての取扱い 

○ 条例第７条第２項の規定に基づく委託中の定期的な確認にあっては、ビデオ通話その

他の通信手段（デジタル技術を活用したリモート等）による遠隔での実地確認を可能と

する。 

○ デジタル技術を活用した遠隔での実地確認を行うにあっては、委託契約者の代表者（も

しくは条例施行規則第３条で定める代理人※）が現地に赴き、訪問による実地確認を行

うほか、廃棄物の処理が適正に行われていることを実質的に確認する（リアルタイムで

処理施設の稼働状況や周辺環境の確認、廃棄物処理業者への管理体制の聴取を行う）こ

とを条件とする。また、悪臭、騒音等について、排出事業者もしくは処理業者により測

定器等を用いた計測データもしくは対策の実施状況の確認を同時に行うことを条件と

するなど、実地確認と同等以上に委託契約者の能力を確認する。 

※ 代理人：グループ会社、組合等の法人格を有する団体、知事が定めるもの 

○ デジタル技術を活用した遠隔での実地確認の際には、排出事業者責任の重要性に対す

る認識や排出事業者と処理業者との直接の関係性が希薄になることがないと認められ

る場合であって、委託契約者の代表者（複数の排出事業者が合同でデジタル技術を活用

した遠隔での実地確認を行う場合は、実施主体を代表する者）もしくは代理人が現地に

赴くなど、実質的な実地確認が可能である場合は、他の参加者（同一法人の複数拠点な

ど）が、拠点を越えて同時に参加する手法についても妨げない。 

○ このほか、委託契約締結期間中に処理業者において、許可内容等が変更となった場合、

廃棄物の処理方法が変更となる場合も想定されることから、次年度において、訪問によ

る実地確認を行うことが望ましい。 

○ なお、条例第７条第１項に基づく委託契約前の実地確認は、委託先の事業者が排出事業

者の廃棄物を適正に処理する能力があるかを確認するために特に必要であるため、デ

ジタル技術を活用した遠隔での実地確認を認めないこととする。 

○ 排出事業者・処理業者向けに実地確認のデジタル化における注意事項をまとめたウェ

ブページを作成し、掲載するとともに各県民事務所等に通知する。 

○ 今後、環境省において法令改正や通知等の統一的な見解が示されれば、それに応じて対

応を変更する可能性がある。 


